


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































項 目 社数（社） 比率（％）
継続的に原価計算を行なっている。 3工 12．4
情 必要に応じて原価計算を行なっている。 21 8．4
報
処 個別のソフトフエアについては原価計算を行なっ




















’実施していない 199 79．3一回答会社の総数 251三 100，0
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第6表
　早稲困商学第358号
ソフトフエア原価計算の実施内容
項　　　　　　　目 社数（社） 比率（％）
材料費，労務費，経費，外注費 33 38．4
労務費，経費，外注費 14 16．3
労務費，外注費 6 7．0
???????
経費，外注費 6 7．O
外注費のみ 17 19．8
その他の組合せ（7種類） 10 1ユ．6
回　答　会社 86 100．O
財務諸表作成目的 26 27．1
原価管理目的 43 44．8
価格決定目的 18 18．8
???????
予算管理目的 73 76．0
各種の経営意思決定目的 20 20．8
その他 4 4．2
回　答　会　社 96 MA
要求分析費 31 43．1
基本設計費 57 79．2
詳細設計（プログラム設計）費 63 87．5
????????
プログラミング（コーデイング）費 60 83．3
テスト費 56 77．8
セッティング費，ユーザー数育等費 31 43，1
メインテナンス費 29 40．3
その他費 4 5，6
回　答　会社 72 MA
注1MAは複数回答曲
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第7表
　情報処理費の原価諭算方式
ソフトフエア原価計算を実施しない理由
27
項　　　　　　目 社数（社） 比率（％）
ソフトフエアの闘発については，直接費しか把握できないため。
52 39．1?????????
個別のソフトフエア毎の原価を認識する必要がないため。
53 39．8
費用がかかわりに効果がないので原価計算を行なわない。
26 19I5
その他 8 6．0
回答会社 133 MA
51 27．4
把握する必要がない竈 55 29．6
???????????
ソフトフエアについて原価計算していたい。 90 48，4
その他 6 3．2
回答会社 186 MA
プロジエクト毎にマシンコストを把握することができない。
76 38．6
把握する必要がない。 55 27．9
???????????
ソフトフエアについて原価計算をしていない。 78 39，6
その他 3 1．5
回答会社 197 MA
注1MAは複数回答。
そのうち「（4〕原価計算制度について」に掲げられている調査結果を修正・加筆
して掲記してみると，第5表ないし第7表のとおりである㈱。
　同表から次の実態が判明する。
（1〕ソフトフェア原価計算の実施状況
個別のソフトフェアについて原価計算を実施しているか否かの実情は，第5
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表下部のとおりである。
　（2）ソフトフェア原価計算の実施内容
　ソフトフェア原価計算を全面的に実施している会社52社では，37社
（71．2％）が総合原価計算を実施しており，11社（21．1％）が個別原価計算に
よっている。そのほか直接原価計算による会社も4社（7．7％）ある。
　ソフトフエア原価計算で対象とする費目は，86社中，材料費が37社（43．0
％），労務費が58社（67．4％），経費が59社（68．6％），外注費が79社（91．9％）
であり，その組合せは第6表上段のとおりである。これら4費目全部を対象と
する会社は，約半数以上に達しているが，一部の費目を対象としない会社の当
該理由は，第7表上段のとおりである。
　このようなソフトフエア原価計算の目的としては第6表中段のように予算管
理が最も多く，73社（76．0％）に達しており，原価管理とする会社が43社
（44．8％）でこれに続いている。財務諸表作成が26社（27．1％）と小さいのは，
ソフトフエアが財務諸表に計上される場合が少ないためである。
　ソフトフエア費のうち特に問題となるのは内部人件費とマシンコスト（滅価
償却費と賃借料）と工程原価であり，この点の原価計算実態は，以下のとおり
である。
①内部人件費の取扱い
　内部人件費をプロジエクト毎に把握している会社は，247社中64社（25．9％）
であるが，当該計算を行なっていない会社の当該理由は，第7表中段のとおり
である。
②　マシンコストの取扱い
　マシンコストをプロジエクト毎に把握している会社は，250社中52社
（20．8％）であるが，当該計算を行っていない会社の当該理由は，第7表下段
のとおりである。
③制作工程費の取扱い
　220
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　ソフトフエア制作工程費のうちどの工程費を原価計算の対象とするかについ
ては，第6表下段のように，基本設計費，詳細設計費，プログラミング費，テ
スト費は7－8割の会社が対象としている。要求分析費，セッティング費，
ユーザー教育費，メンテナンス費まで対象としている会社は4割にすぎない。
　（3）ソフトフエア原価計算を実施しない理由
　他方，個別のソフトフエアについて原価計算を全面的に実施していない会社
は，251社中199社（79．3％）にも及んでおり，ソフトフエア原価計算の普及状
況は極めて低いことが知られる。もちろん，これらの会社の中には，個別のプ
ロジエクト毎には把握しておらず，ソフトウェア關発費全体かユーザー部門毎
にしか把握していない会社が78社（31．1％）に及んでいないから，一切原価計
算を実施してない会社は，121社（48．2％）である。実施していない理由とし
ては，第7表上段のように，原価の認識が不要とする会社が53社（39．8％）存
するのは疑念がある。しかし，計算技法が不明とか費用効果が償なわないとす
る78社（59．6％）については，早急にソフトフエア原価計算の改善が強く望ま
れる。
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